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津波対策における主な施策の進捗状況（再掲） (令和4年度調査時点)

目標 進捗状況 進捗状況に対する原因の分析 期待される効果
河川堤防・水門等の耐
震化[国]

河川：75%(R2d)⇒約67%(R2d)
水門等：77%(R2d)⇒約65%(R2d)

・災害で被災した河川において、目標に
寄与する整備に先立ち、再度災害防止
対策を重点的に実施したため。

津波浸水範囲の減少
⇒人的・建物被害の減少

海岸保全施設
整備の推進[農,国]

海岸：69%(R2d)⇒約65%(R2d)
水門等の自動化等:

82%(R2d)⇒約85%(R2d）

・一部目標未達成の要因は、復旧・復興
事業の一部の地区において、関連工事
との調整などやむを得ない事情により
進捗が遅れたため。

津波浸水範囲の減少
⇒人的・建物被害の減少

津波避難ビル等の指定
[内]

100%(R5d)⇒71%(R3) ・（詳細はP4参照） 人的被害の減少

官庁施設の
津波対策[国]

自家発電等の上階設置等を順次
実施している。

・津波対策を毎年度適切に実施している。 人的被害の減少、被害後
の行政機能の早期回復
⇒二次被害の減少

津波ハザードマップの
作成及び防災訓練の実
施
[内,消,農,国,海]

100%(R5d)⇒76%(R2d) ・津波災害警戒区域の指定が進んでいる
状況を踏まえつつ、目標に向け取り組
んでいるところ。

津波避難向上
⇒人的被害の減少

津波避難計画の
策定[消]

100%(R5d)⇒100%(R3d) ・浸水想定区域に住家がない等の理由か
ら計画策定に係る優先度が低い。なお、
R2d時点で未策定だった4団体について
は個別働きかけを行った結果、策定済
み。

安全で確実な避難の確保
⇒人的被害の減少

避難路・避難用
通路の整備
[農,国]

管理用通路の整備及び避難通路
の設置について、補助率を嵩上
げして整備を推進。

・避難経路を整備する地方公共団体を、
防災・安全交付金、農山漁村地域整備
交付金等にて支援。

津波避難向上
⇒人的被害の減少

防災行政無線の
整備[消]

100%(R7d)⇒97.3%(R3d) ・「防災・減災、国土強靭化のための５
か年加速化対策」に基づき、着実に整
備を推進している。

災害時に迅速かつ確実に情報を
伝達

⇒人的被害の減少

2※ [国]→国土交通省、[農]→農林水産省、[内]→内閣府、[消]→消防庁、[海]→海上保安庁



提供

1,557団体
89.5%

未提供

182団体
10.5%

提供

3,117,837人
40.1%

未提供

4,650,427人
59.9%

あり

157団体

9.0%
なし

1,582団体

91.0%

【名簿情報の提供を条例で制定（愛媛県八幡浜市 平成２９年６月２３日制定）】
条例を制定し、平常時から避難支援等関係者に対し、名簿情報を提供

【逆手上げ方式による名簿情報の提供を条例で制定（兵庫県明石市 平成２８年３月２４日制定）】
条例を制定し、本人から拒否の意思表示がない限り、平常時から自主防災組織や町内自治会等に提供

【逆手上げ方式による名簿情報の提供を条例で制定（三重県津市 平成２７年６月２５日制定）】

条例を制定し、本人が拒否の申出をした場合でも防災会議において名簿情報の提供が必要であると認める場合や、情報公開・個人情報審査会
の意見を聴いて、市長が名簿情報の提供が必要であると認める場合は平常時から名簿情報を提供

平常時の名簿提供を条例で規定している事例 条例で特別に定めることで、同意の有無によらず
平常時から避難支援等関係者に名簿情報提供を可能

平常時からの避難支援等関係者への名簿情報の提供状況

【名簿の全部または一部を提供した団体数】 【提供した名簿掲載者数】 【条例に特別の定めがある団体数】

n=1,739（作成済み団体数）n=1,739（作成済み団体数） n=7,768,264（全名簿掲載者数）

委員ご意見への追加資料①（要支援者名簿作成に係る取組状況）
〇災害発生時において、避難行動要支援者（自ら避難することが困難であり、その円滑かつ迅速な避難の確保を
図るため特に支援を要するもの）の避難等に必要な措置の基礎とする、避難行動要支援者名簿及び個別避難計画
の作成等に係る取組状況の調査結果

避難行動要支援者名簿の作成状況：作成済み団体は1,739団体（99.9％）＜全国自治体1,741団体の内（福島県双葉町を除く）＞

【令和４年１月１日現在】
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避難所や自宅での対策
・災害時要援護者宅の家具を市が３つまで無料で固定
・アレルギー対応ミルク、食料の備蓄

防災訓練
・保育所や幼稚園での防災訓練の実施
・要援護者救助訓練の実施

防災啓発
・外国人の子ども向け防災啓発YouTube動画の配信
・障害者支援団体や要配慮者利用施設での防災研修の実施
・多言語対応防災マップ
・大規模商業施設での防災と男女共同参画の啓発活動

防災協定
・福祉避難所の協定
避難所での生活が困難な高齢者や障害者が避難する施設として２６の
施設と協定を締結
・介護用品等供給の協定
災害時に避難所等において必要とされる介護用品等の物資の供給及び
運搬に対する協力等を行う協定を一般社団法人日本福祉用具供給協会
と締結
・外国人集住都市との協定
翻訳支援，通訳支援，応急・復旧対策に必要な職員の派遣，報道機関，
大使館等に関する連絡調整などの相互支援について，１０都市と協定
を締結

委員ご意見への追加資料②（要配慮者等への自治体の防災の取組事例）

〇三重県鈴鹿市における要配慮者及び避難要支援者への取組について
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委員ご意見への追加資料③（外国人観光客等への災害情報の発信等）
〇外国人観光客等が災害発生時に迅速な避難行動をとれるよう、必要な情報を容易に入手できるようにするため、多言語での
防災・気象情報の発信等を推進するとともに、地域においても観光客等の防災対策を実施。

15言語ごと
にリーフレット
を作成

①災害時に便利なアプリ
やWEBサイト、②災害か
ら身を守るポイント、③新
たな避難情報に関する多
言語対応リーフレット等を
作成・周知

リーフレット等による周知 観光地を抱える自治体の取組
• 南海トラフ地震による被害想定地域の中には、
観光客等の高台への避難誘導や一時滞在
施設の運営、帰宅支援等に関するガイドライ
ンを作成している地域もある。

• 一部の県では、観光客の安全確保に向けた
マニュアルを整備。

災害時情報提供アプリ※により、緊急
速報や気象情報等を多言語で発信

プッシュ通知 取るべき行動

アプリによるプッシュ型の情報発信 コールセンターによる対応
日本政府観光局では、災害等の⾮常
時においても外国⼈旅⾏者が安⼼し
て⽇本を旅⾏できるよう、24時間対応
の多⾔語コールセンター 「 Japan
Visitor Hotline（ジャパン・ビジター・
ホットライン）」を運営

気象庁HPにおいて、気象情報を15
言語で発信するとともに、大雨、洪水、
土砂災害の危険度や震度等を色分
けで示した地図を提供

ウェブサイトによる情報発信

中国語（簡体字）の例

※ Japan Official Travel Appでは５言語、
Safety tipsでは15言語に対応

災害発生時

平常時

対応範囲：病気、災害等、
非常時のサポート及び一般
観光案内
対応⾔語：英語・中国語・
韓国語
サポート対象：訪⽇旅⾏者
からの直接問合せ
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委員ご意見への追加資料④（津波避難施設にかかる固定資産税の課税標準の特例措置）

〇最大クラスの津波については、発生から到達までの時間が極めて短く、避難のための十分な時間の確保が困難
であり、緊急的・一時的な避難施設を確保する必要がある。
〇津波防災地域づくりに関する法律による措置として協定避難施設、指定避難施設が規定されており、これらに
より津波発生時における避難施設の確保を図っているが、この措置は当該施設所有者等の施設の使用を制限する
ことにつながるため、本特例措置により、施設所有者等の負担軽減を図る。

■特例措置の内容

○協定避難施設
①管理協定が締結された避難施設の避難の用に供する部分に関する固定資産税の課税標準
②協定避難施設に附属する避難の用に供する償却資産（誘導灯、誘導標識、自動解錠装置、防災用倉庫、防災用ベンチ
及び非常用電源設備）に関する固定資産税の課税標準
について、管理協定締結後又は償却資産取得後５年間、1/2を参酌して、1/3以上2/3以下の範囲内において市町村の条
例で定める割合に軽減

○指定避難施設
①指定避難施設の避難の用に供する部分に関する固定資産税の課税標準
②指定避難施設に附属する避難の用に供する償却資産（誘導灯、誘導標識、自動解錠装置、防災用倉庫、防災用ベンチ
及び非常用電源設備）に関する固定資産税の課税標準
について、指定後又は償却資産取得後５年間、2/3を参酌して、1/2以上5/6以下の範囲内において市町村の条例で定め
る割合に軽減

■特例期間
・令和３年４月１日～ 令和６年３月３１日（３年間）

【対象者】
避難施設の所有者



〇地域決定型地方税制特例措置（通称：わがまち特例）とは、地方税法の定める範囲内で、地方団体が特例措置
の内容（期間や割合）を条例で定めることができる仕組みのこと。

〇税制を通じて、これまで以上に地方団体が地域の実情に対応した政策を展開できるようにするという観点から、
名古屋市においても地方税法及び名古屋市市税条例に基づき平成24年度税制改正以降運用を開始。

〇ビル所有者は一定期間、避難用部分※の固定資産税の軽減を受けることができる。
（※特別養護老人ホーム、学校、幼稚園等の課税されていない部分は軽減対象外）
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■固定資産税の軽減イメージ

出典：名古屋市ホームページ https://www.city.nagoya.jp/kurashi/category/392-6-7-0-0-0-0-0-0-0.html

＜適用対象＞
津波災害警戒区域内の津波避難ビルを、津波防災地域づくりに関する法律におけ
る指定避難施設として指定すること。

＜軽減期間＞ ６年度分

＜軽減内容＞ 価格（評価額）の2 分の1 を課税標準額
固定資産税額＝ 固定資産税課税標準額（円）× 税率（1.4%）

＜対象となる資産＞
【家屋】
指定避難施設の用に供する家屋のうち、避難用部分（避難上有効な屋上その他の
場所及び当該場所までの避難上有効な階段その他の経路）が対象

【償却資産】
指定避難施設に附属する避難の用に供する償却資産（誘導標識、自動解錠装置、
防災用倉庫、防災用ベンチ、非常用電源設備）が対象
※ ただし、指定避難施設に指定された日以後に取得した資産に限る。

施設数（件） 297
□＋□
避難用部分

(参考)建物平面図

※□ 避難場所（避難上有効な屋上その他の場所）
※□避難通路（避難場所までの避難上有効な階段その他の経路）

▼名古屋市指定避難施設指定状況（R４年度末時点）

・一棟の評価床面積※が900.00 ㎡家屋
・屋上・外階段部分（避難用部分）の
面積100.00 ㎡の場合

年間支払額 1,000,000円
（固定資産税額（家屋））

年間支払額 950,000円
（固定資産税額（家屋））

（軽減例）

（軽減措置後）

（軽減措置前）

避難用部分面積100.00 ㎡に対する評価額の
１／２を軽減（軽減額50,000円）

（参考）津波避難施設等指定への税制措置事例（愛知県名古屋市）

https://www.city.nagoya.jp/kurashi/category/392-6-7-0-0-0-0-0-0-0.html


〇津波避難ビルの安全性の確認について、自治体職員では確認が困難である。
➡ 一定の条件のもとで、津波に対する安全性を簡易的に確認できる方法をとりまとめて周知（令和３年３月）

国土交通省住宅局建築指導課建築物防災対策室（事務連絡令和3年3月30日付）

（許容浸水深表例）

○津波の作用時に建築物等が倒壊、転倒又は滑動しないことを確かめる方法※として、簡易な許容浸水深表による方法をとりまとめ

●適用範囲

鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の建築物

この他、昭和56年６月１日以降の建築基準法第20条の規定に適合する建築物又は耐震診断に
より構造耐力上の安全性が確かめられた建築物

2F 3F 4F 5F 6F 7F 8F 9F 10F 11F

6 (m) 1.2 1.5 1.7 1.9 2.1 2.2 2.4 2.5 2.7 2.8

7 (m) 1.3 1.6 1.8 2.0 2.2 2.4 2.6 2.7 2.9 3.0

8 (m) 1.4 1.7 1.9 2.1 2.3 2.5 2.7 2.9 3.0 3.2

9 (m) 1.5 1.8 2.0 2.3 2.5 2.7 2.9 3.0 3.2 3.4

10 (m) 1.5 1.8 2.1 2.4 2.6 2.8 3.0 3.2 3.4 3.5

11 (m) 1.6 1.9 2.2 2.5 2.7 2.9 3.1 3.3 3.5 3.7

12 (m) 1.6 2.0 2.3 2.5 2.8 3.0 3.2 3.4 3.6 3.8

15 (m) 1.8 2.2 2.5 2.8 3.1 3.3 3.6 3.8 4.0 4.2

18 (m) 1.9 2.3 2.7 3.0 3.3 3.6 3.8 4.1 4.3 4.6

24 (m) 2.1 2.6 3.0 3.3 3.7 4.0 4.3 4.6 4.9 5.1

30 (m) 2.2 2.8 3.2 3.6 4.0 4.4 4.7 5.0 5.3 5.6

36 (m) 2.4 2.9 3.4 3.9 4.3 4.7 5.0 5.4 5.7 6.0

42 (m) 2.5 3.1 3.6 4.1 4.5 4.9 5.3 5.7 6.1 6.4

建物の階数

建
物
幅
の
最
小
値

水深係数
3.0

検討する各方向について、
水深係数、建築物の階数、建築物の幅の最小値に応じ

許容浸水深 ≧  津波浸水想定に定める水深 を確認

●許容浸水深表による確認方法

この他、建築物の幅の最小値に該当する数値がない場合は、線形補間して許容浸水深を求めること 等

※「水深係数」：告示第 1318 号第１第一号ロで規定する水深係数
※「津波浸水想定」：津波防災地域づくりに関する法律（平成23年法律第123号）第8条第1項に規定する津波浸水想定
※壁等の部材の破壊防止、洗掘及び漂流物の衝突に対する構造安全性については必要に応じて別途検討

※本許容浸水深表によらず、事務連絡別紙を参考に、算定条件を個別の建築物の実況に応じた数値に変更して許容浸水深を算定することができる。

※平成23年国土交通省告示第1318号(津波浸水想定を設定する際に想定した津波に対して安全な構造方法等を定める件。以下「告示第1318号」という。)第１第一号及び第二号イの規定に基づくもの

出典：国土交通省ホームページ https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/point/content/001397830.pdf

＜許容浸水深表による津波に対する安全性を確かめる方法について＞
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qz=津波による波圧(kN/m2)、ρ=水の単位体積質量(t/m3)、g=重力加速度(m/s2)、
h=津波浸水想定に定める水深(m)、z=建築物等の各部分の高さ(m)、
a=水深係数（3とする。ただし、他の施設等により津波による波圧の軽減が見込まれる場合
にあっては、海岸及び河川から500ｍ以上離れているものは1.5、これ以外のものは2とす
る）

qz=ρg(ah-z) 

ah

h

z

aρgh

委員ご意見への追加資料⑤（津波避難施設の安全性の確認方法）

https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/point/content/001397830.pdf
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委員ご意見への追加資料⑥（災害時の物資支援）



委員ご意見への追加資料⑦（災害時の物資支援）

〇「物資調達・輸送調整等支援システム」とは、国と地方公共団体の間で、物資の調達・輸送等に必要な情報を
共有し、調整を効率化することで、迅速かつ円滑な被災者への物資支援を実現するため令和２年度より運用開始。

10

【これまでの課題】
・電話・ＦＡＸ等のやり取りが中心。
・物資ニーズや物資輸送状況の迅速な
全体把握や関係者間の情報共有が困難。
・在庫が把握できず必要な物資量がわからない。

【システム導入のメリット】
・避難所物資ニーズのリアルタイムな把握共有が可能。ニーズに対する
ミスマッチの解消につながる。
・物資の要請・輸送に係る情報を一元的に管理・共有できる。
・自治体における平時の避難所および物資拠点の管理、備蓄物資の管理・
情報共有に活用でき、災害時の初動対応を迅速化。



28.4%

25.1%

29.1%

28.2%

30.5%

35.0%

60.2%

66.2%

58.0%

61.2%

56.6%

48.3%

11.4%

8.7%

12.9%

10.6%

12.9%

16.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=1,500）

30歳代以下
(N=346)

40歳代(N=412)

50歳代(N=433)

60歳代(N=249)

70歳以上(N=60)

およそ5分以内に避難を開始

およそ5～15分後に避難開始

津波が見えてから避難開始または避難しない

11

委員ご意見への追加資料②委員ご意見への追加資料⑧（津波避難意識アンケートの実施方法）
〇住民津波避難意識のアンケートの実施状況について
➡内閣府ではこれまで平成30年度及び令和４年度において、南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域に住む

住民を対象にアンケートを実施。

平成30年 令和4年

収集方法 インターネットを活用したWebモニター調査

アンケート対象 南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域に指定された市町村のうち、
浸水が想定される町丁目

(郵便番号により属性が紐づけられるモニターに対して実施）

サンプル数 1,500サンプル 2,000サンプル

23%

27%29%

17%

4%

平成30年調査

■回答者の年齢構成 ■年齢別の避難意識

28.8%

26.4%

27.9%

26.1%

34.0%

30.9%

57.9%

62.9%

57.8%

62.4%

51.1%

51.9%

13.4%

10.7%

14.3%

11.6%

14.9%

17.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=2,000）

30歳代以下
(N=299)

40歳代(N=481)

50歳代(N=595)

60歳代(N=444)

70歳以上(N=181)

見

平成30年調査

令和４年調査

令和４年調査

15%

24%

30%

22%

9%
30歳代以下

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上
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各地の津波防災への取組紹介



テーマ部門 大賞
タイトル：家族のあいことば

防災啓発冊子の全戸配布

「防災まんが選手権」の開催 防災アニメの制作 ローリングストックの歌・
ダンスの制作

13

防災教育や普及・啓発事例（高知県）
〇防災に関する啓発の取組として、「防災まんが選手権」を開催するとともに、受賞作品をアニメ化し、
動画サイトやＳＮＳで発信

〇南海トラフ地震の情報や自助の取組をまとめた啓発冊子「南海トラフ地震に備えちょき」の全戸配布
〇水・食料の備蓄を促すため、ローリングストックの歌やダンスを作成し、ＳＮＳなどで発信

第２回防災まんが選手権
（令和４年度） 大賞
タイトル：我が家のロー活

第１回防災まんが選手権
（令和３年度） 大賞
タイトル：防災の真の敵

大賞
タイトル：家族のあいことば

※音訳版・点訳版、手話動
画版、多言語版を作成し、
ホームページ等で公開

①南海トラフ地震の正しい
知識を理解する

②発災から復旧までの一

連の流れをイメージする
③自助・共助の取り組みを
促す

「第１回防災まんが選手権」大賞・優秀賞をアニメ化 水・食料の備蓄「ローリングストック」の普及に向けて
歌やダンスを作成し、動画サイト等で配信

ローリングストックの歌詞（抜粋）
ローリングストック（ローリングストック）
いつもの フードやドリンク
ローリングストック（ローリングストック）
ちょっとだけ 多めに買っとこう
非常食じゃ なくていいんだ
ふだん食べてる ものでいいから
多めに買い足し３日分 ３日分以上は備えなきゃ
ローリングストック（ローリングストック）
いつもの フードやドリンク
ローリングストック（ローリングストック）
ちょっとだけ 多めに買っとこう
古いものから 食べて消費して
食べた分だけまた買い足そう
ぐるぐるぐるぐる繰り返して３日分以上は備えなきゃ

県内全戸に配布

動画サイトやＳＮＳで配信
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地域特性を活かした津波防災事例①（静岡県）
〇震源域に近く津波の到達時間が早い静岡県では、沿岸域に人口や資産が集中し、甚大な被害が想定される。
〇沿岸線が長い県土の特徴があることに加え、海岸と人々との関わりが地域によって様々であるため、地域と連
携しながら特性に応じて（L2津波による被害を軽減する海岸、観光や漁業への影響を考慮しL1程度の津波への対
策をする海岸）対策を講じている。
〇県内一律の津波対策を行うのではなく、地域の特性を踏まえた最もふさわしい津波対策を「静岡方式」と称し
て県内全域で推進する。

＜静岡県の津波対策「静岡方式」のイメージ＞ ＜「静岡方式」のイメージ図＞

静岡県の津波対策
「静岡方式」

◎対策の内容は各市町によって異なるので、｢浜松市型｣､
｢磐田市型｣､｢袋井市型｣､｢掛川市型｣・・・となる。

事前の高台移転

海岸・河川管理者による
施設整備

静岡モデル防潮堤の整備 警戒避難体制の整備

・レベル１の津波を防ぐ施設の整備
・レベル２の津波の被害を軽減する「粘り
強い構造」への改良

・既存の防災林などの嵩上げにより、
浸水深の減少や避難時間の確保を図り、
レベル２の津波による被害を軽減する
施設「静岡モデル防潮堤」の整備

・津波避難施設（タワー、命山等）の整備
・避難路等の整備
・津波災害警戒区域等の指定
・情報連絡体制の整備

静岡モデル防潮堤の整備

袋井市 【整備イメージ】

公共残土等を
活用した盛土

覆土

掛川市 【整備イメージ】

公共残土等を
活用した盛土

覆土

計画延長＝11.0㎞、整備期間＝H26～R8
堤防高＝T.P.+14.0m（L2津波を越流させない）
天端幅＝5.0m 法勾配＝1：3.0
構造＝盛土、一部CSG 法面＝植栽、一部張芝

磐田市 【整備イメージ】

計画延長＝5.3㎞、整備期間＝H26～R7
堤防高＝T.P.+12.5m（L2津波を越流させない）
天端幅＝30m 法勾配＝1：6.0
構造＝盛土 法面＝植栽

計画延長＝9.0㎞、整備期間＝H26～R8
堤防高＝T.P.+12.0～16.0m（L2津波を越流させない）
天端幅＝25m 法勾配＝1：3.0
構造＝盛土 法面＝植栽



地域特性を活かした津波防災事例②（静岡県）
〇静岡県地震・津波対策アクションプログラム2023では、想定犠牲者を令和７年度までに約９割減、その後９割
以上減の維持を目標としている。
〇住民一人ひとり異なる「災害リスク」を理解し、「避難のタイミング」と「避難先」を予め計画する、『わたし
の避難計画』を作成し、目に付く場所に貼っておくことで、早期避難意識を向上させる独自の取組を推進。

【本体例】

河津町牧之原市

参加者の居住地域に
範囲を絞った

ハザードマップを
作成ガイドに掲載

誰もが記入しやすい「わたしの避難計画」の雛形を作るため、率直な意見を

もらいました。

住民ワークショップ

①情報のスリム化

②情報のローカル化

作成ガイド

A4×約40ページ

情報量が多い

作成ガイド

A3×1枚

作市町全域の

ハザードマップを使用

自宅をさがしにくい

8地区×2回 参加者延べ約370人

15

平成25年度(2013)　　　　　　　
（第４次地震被害想定）

令和元年度末
(2019)の試算

令和４年度末
(2022)の目標

犠牲者
約105,000人

約33,000人

約85,000人減
【約８割減】

山・崖崩れ

200人
約20,000人

約95,000人減
【約9割減】

令和７年度末
(2025)の目標

AP2013減災効果（2013→2022）
　　AP2023減災目標    　　
　　　　      （2023→2032）

約72,000人減
【約７割減】

建物倒壊・火災

9,300人

早期避難意識向上 施設整備の推進

避難の徹底 等

約10,000人

・住宅の耐震化

・防潮堤の整備

・避難先の確保津波

96,000人

令和14年度末
(2032)の目標

県総合計画
後期ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ
（～2025）

９割以上減

の維持

被災後生活の

質的向上による

被災者の

健康被害等の

最小化

■地震・津波対策アクションプラン2023



地域特性を活かした津波防災事例①（静岡県伊豆市土肥地区）
〇伊豆市は、平成16年4月の4町合併（修善寺町、土肥町（土肥温泉）、天城湯ケ島町、中伊豆町）により新たに
生まれた市であり、特に土肥地区においては、「南海トラフ巨大地震」が引き起こす津波は、高さが最大で10m
地震発生から6分後に土肥地域の沿岸に到達するという想定がある。
〇地域住民・産業・学校・行政の土肥地域一丸となり、観光・環境・防災のバランスがとれたまちづくりに向け
た取り組みを推進している。

リスクを理解し、工夫を積み重ねて安全性を高
めるエリアの形成

共生する

住民、観光客、従業員などの安全を確保するた
めの警戒避難体制の構築

逃げる

地域が早期復旧するための支援機能の向上生き延びる

地震・津波・土砂災害による被害を少しでも減
らすための防災・減災対策の推進

守る・減らす

観光、環境、防災のバランスがとれた海と共に生きるまちづくり

■全体方針

■取組方針

伊豆市津波防災地域づくり
推進協議会

関
係
機
関

（
国
・
県
）

【委員】
地域住民、有識者、
国土交通省、静岡県、伊豆市

市

民

（
地
区
住
民
、
事
業
者
等
）

講演会
ワークショップ
市民集会

オープンハウス
ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ
ニューズレター

観光防災まちづくり庁内委員会
【委員】伊豆市（委員長：伊豆市長）

伊豆市 関係各課

関連計画との
整 合 確 認

推進計画(案）答申
計画検討の要請

協議

16

と い
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〇防災とともに未来を考える取組の一つとして、防災施設を地域の魅力発信施設として平時から利用することで
「地域魅力発信×防災」を実践した事例

・土肥地区では、津波避難タワー施設と
観光施設の機能を複合した施設を令和６
年４月から運用開始予定。
・平時は観光施設として利用し、災害が
発生した際には地域住民や観光客の避難
施設になる。
・施設は鉄骨４階建、高さ１８．８ｍで、
１階は販売エリア、２階はイベントエリ
ア、災害時は避難場所となる３階は飲食
エリア、４階は展望台として活用され、
最大１，２３０人が避難可能。

4階避難・展望

海岸の眺望・夕日等
避難・展望

3階避難・複合

2階中間避難スペース
（フリースペース）

1階商業
避難経路②

EV

EV

避難経路①
海への通り抜け

松林・広場へ
の通り抜け

避難・複合

中間避難スペース
（フリースペース）

トイレ

避難経路③

宿泊施設連携訓練

建設予定地

IT×避難訓練

観光×防災

ITを活用し、家から避難したか、
ある地点を通過したかがわかる仕
組みを入れた訓練

完成予想図

地域特性を活かした津波防災事例②（静岡県伊豆市土肥地区）
と い
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高台移転事例（和歌山県串本町）

現在の小学校①

現在のこども園

漁港海岸保全施設

旧串本警察署
代替指揮所

平成26年度 53m

社会福祉協議会
平成27年度 53m

くしもと町立病院
平成23年度 53m

県串本建設部
平成28年度 53m

高速道路
令和７年春 完成予定

役場庁舎
保健センター
令和3年度 50m現在の小学校②

災害対策用地 53m

津波浸水域内

高台移転済み

計画・建設中

凡例（南海トラフ巨大地震津波）

旧保健センター

旧役場庁舎

国道42号線

串本海上保安署
平成28年度 53m

残土処分場

学校給食センター
平成27年度 17m

消防防災
センター

平成24年度 24m

統合小学校
(令和8年4月開校計画)

くしもとこども園
令和5年1月開園 50m

串本IC周辺
地域活性化施設

河川海岸保全施設

〇串本町では、集落のほとんどが沿岸部に位置しており、町の主要施設（役場、病院、学校他）のほとんどが津
波浸水区域内に位置していた。平成17年の2町（串本町と古座町）による合併を機に、津波対策と共に経営の合
理化の観点から、公共施設の統合と事前高台移転の取組を推進している。

■移転状況
平成23年度 くしもと町立病院
平成24年度 消防防災センター
平成26年度 旧串本警察署代替指揮所
平成27年度 社会福祉協議会、学校給食センター
平成28年度 串本海上保安署

和歌山県東牟婁振興局串本建設部
令和3年7月 串本町役場庁舎
令和5年1月 くしもとこども園

令和8年以降 統合小学校、町古座消防署 移転計画中
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